
鳥取県県土整備部土木工事監督基準 新旧対照表 

改  正  後 改  正  前 

 

第１条～第６条全般 

「請負者」を「受注者」に改める。 

 

（監督業務の分類） 

第４条 監督業務は、総括監督業務、主任監督業務、一般監督業務及び準監督業務に分類するものとし、これらの業務の内容は、それぞれ次の各号に掲

げるとおりとする。 

（１）～（３） ※略 

（４） 準監督業務 

    一般監督業務のうち、第６条の表中「準監督員」欄の該当する業務を行う。 

 
（監督の実施） 

第６条 監督員等は、以下の表の各項目について技術的に十分検討の上監督を実施するものとする。 

なお、関連図書及び条項の欄の「契」は、契約書を示し、「共」は、土木工事共通仕様書を示す。 
 

附 則 

この基準は、平成２２年３月１９日から施行する。 
 
  附 則 
この基準は、平成２３年４月１日から施行する。 
 
  附 則 
この基準は、平成２４年２月１日から施行する。 

 

 

 

第１条～第６条全般 

 

 

（監督業務の分類） 

第４条 監督業務は、総括監督業務、主任監督業務、一般監督業務及び準監督業務に分類するものとし、これらの業務の内容は、それぞれ次の各号

に掲げるとおりとする。 

（１）～（３） ※略 

（４） 準監督業務 

    一般監督業務のうち、第５条の表中「準監督員」欄の該当する業務を行う。 

 
（監督の実施） 

第６条 監督員は、以下の表の各項目について技術的に十分検討の上監督を実施するものとする。 

なお、関連図書及び条項の欄の「契」は、契約書を示し、「共」は、土木工事共通仕様書を示す。 
 
附 則 

この基準は、平成２２年３月１９日から施行する。 
 
  附 則 
この基準は、平成２３年４月１日から施行する。 
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別紙１ 

 

重点監督工事 

 

 主たる工種に施工条件が厳しい工事、第三者に対する影響のある工事、低入札工事、その他上記に類する工事に 

ついては、確認の頻度を増やすこととし、工事の重要度に応じた監督とする。 

 なお、対象工事は下記のア～ウのとおりとし、発注時に定める。 

 

記 

 

 

 

 

 ア 施工条件が厳しい工事 

・鉄道又は現道上及び最大支間長５０ｍ以上の橋梁工事 

・掘削深さ７ｍ以上の土留工及び締切工を有する工事 

・鉄道・道路等の重要構造物の近接工事 

・砂防ダム（堤体高１５ｍ以上） 

・場所打ちＰＣ橋 

・共同溝工事 

・軟弱地盤上での構造物 

・ハイピア（躯体高 ３０ｍ以上） 

・トンネル（地山等級がＤ，Ｅのもの） 

・その他これらに類する工事 

 

 イ 第三者に対する影響のある工事 

・周辺地域等へ地盤変動等の影響が予測される掘削を伴う工事 

・一般交通に供する路面覆工・仮橋等を有する工事 

・河川堤防と同等の機能の仮締切を有する工事 

・その他これらに類する工事 

 

 ウ その他 

・鳥取県県土整備部建設工事低入札価格調査制度対象工事 

・総合事務所長等が必要と認めた工事 

・防災幹線道路ネットワーク上の橋梁工事及び橋梁修繕工事 

  （防災幹線道路ネットワークは「鳥取県地域防災計画（鳥取県防災会議作成）」で指定されたルート） 

 

 

 

別紙１ 

 

重点監督工事 

 

 主たる工種に新工法・新材料を採用した工事、施工条件が厳しい工事、第三者に対する影響のある工事、低入札工事、 

その他上記に類する工事については、確認の頻度を増やすこととし、工事の重要度に応じた監督とする。 

 なお、対象工事は下記のア～エのとおりとし、発注時に定める。 

 

記 

 

 ア 主たる工種に新工法・新材料を採用した工事 

・技術活用パイロット工事 

 

 イ 施工条件が厳しい工事 

・鉄道又は現道上及び最大支間長５０ｍ以上の橋梁工事 

・掘削深さ７ｍ以上の土留工及び締切工を有する工事 

・鉄道・道路等の重要構造物の近接工事 

・砂防ダム（堤体高１５ｍ以上） 

 

 

・軟弱地盤上での構造物 

・ハイピア（躯体高 ３０ｍ以上） 

 

・その他これらに類する工事 

 

 ウ 第三者に対する影響のある工事 

・周辺地域等へ地盤変動等の影響が予測される掘削を伴う工事 

・一般交通に供する路面覆工・仮橋等を有する工事 

・河川堤防と同等の機能の仮締切を有する工事 

・その他これらに類する工事 

 

 エ その他 

・鳥取県県土整備部建設工事低入札価格調査制度対象工事 

・総合事務所長等が必要と認めた工事 

・防災幹線道路ネットワーク上の橋梁工事及び橋梁修繕工事 

  （防災幹線道路ネットワークは「鳥取県地域防災計画（鳥取県防災会議作成）」で指定されたルート） 
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別紙２ 

 

重 要 構 造 物 の 種 類 

 

構  造  物  名 

 

鉄筋コンクリート擁壁 

 

鉄筋コンクリートカルバート類 

橋梁上部工 

橋台・橋脚 

トンネル 

砂防堰堤 

 

樋門・樋管 

水門 

堰 

排水機場 

床止め・床固め 

共同溝 

ダム工 

その他発注者が指定した構造物 

 

なお、プレキャスト製品は対象外とする。（現場打ち鉄筋コンクリートを部分的に組み合

わせたプレキャスト製品も含む。） 

また、用心鉄筋や補強鉄筋、差筋のみを有するものは、無筋コンクリートとして取り扱

う。 

 

 

 

参考 

監督体制一覧表 

 

注）重要なもの及び軽易なものの判断は、総括監督員が行う。 

  準監督員は、一般監督業務のうち、第６条の表中「準監督員」欄の該当する業務を行う。 

契約担当職員とは、所長を示す。 

 

別紙２ 

 

重 要 構 造 物 の 種 類 

 

構  造  物  名 

 

Ｈ=５ｍ以上の鉄筋コンクリート擁壁 

Ｈ=３ｍ以上の無筋コンクリート擁壁 

内空断面積２５㎡以上の鉄筋コンクリートカルバート類 

橋梁上・下部工 

 

トンネル 

Ｈ=１５ｍ以上の砂防ダム 

Ｈ=３ｍ以上の堰・水門・樋門 

 

 

 

 

 

 

その他発注者が指定した構造物 

 

なお、プレキャスト製品は対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

参考 

監督体制一覧表 

 

注）重要なもの及び軽易なものの判断は、総括監督員が行う。 

  準監督員は、一般監督業務のうち、第５条の表中「準監督員」欄の該当する業務を行う。 

契約担当職員とは、所長を示す。 

 


